
 

定期監査結果の概要（１１月及び１２月実施） 

 

１ 監査対象部局 

  教育部 

２ 監査実施期間 

 平成３０年１１月１日から平成３０年１２月２６日まで 

３  監査の場所 

    監査事務局及び監査対象課等 

４ 監査対象事務 

次に掲げる事務のうち、平成３０年４月１日から９月３０日までに執行され

たものを対象とした。 

(1) 収入事務 

(2) 支出事務 

(3) 契約事務 

(4) 財産管理事務 

５ 監査の結果 

(1) 伝票処理に関しては、適正に行われていた。 

(2) 契約事務に関しては、監査事務局長の指摘事項とした、入札に附すべき案  

件について随意契約で執行していたことを除き、適正に行われていた。 

(3) 歳入調定及び収入事務に関しては、適正に行われていた。 

(4) 補助金等の交付事務に関しては、適正に行われていた。 

(5) 現金・備品管理に関しては、適正に行われていた。 

なお、事務処理上留意すべき事項のうち、軽易なものについては、監査実施の

際に、関係職員に対して口頭等で改善の指示を行った。 

６ 監査の着眼点及び方法 

着眼点（５項目）を定め、各事務の主管課等から提出された監査資料、関係諸

帳簿、伝票及びその他の記録に基づき関係職員の説明を求めて、次のとおり調査

を実施した。 

(1) 伝票処理が適正に行われているかに関しては、伝票の内容を確認した。 

(2) 契約事務が法令等に基づき適正に行われているかに関しては、契約内容を

確認した。 

(3) 歳入調定及び収入事務が法令等に基づき適正に行われているかに関しては、

歳入調定票の内容を確認した。 



 

(4) 補助金等の交付事務が法令等に基づき適正に行われているかに関しては、

一連の関係書類の内容を確認した。 

(5) 現金・備品管理が適正に行われているかに関しては、現金・備品の管理状況

及び備品管理票の内容を確認した。 

７ その他主な意見 

各小・中学校及び幼稚園のうち１つの学校（園）では、給食費、教材費、修学

旅行積立金等のいわゆる私費会計において、出納簿による会計処理がなされて

いなかった。また、全ての小・中学校及び幼稚園について、私費会計の取扱いに

関する基準が明文化されていなかった。保護者からの徴収金は、教育目的達成

のため、学校（園）が管理する預り金であり、学校（園）はその会計処理に当た

り、公費会計同様、適正に処理されるべきものである。したがって、保護者から

の徴収金等の私費会計の取扱いについて、会計処理、出納簿記載等について、適

正な処理方法を定めた基準の整備を検討するよう要望する。 

 

 


